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【特集】スポーツをめぐる政治―社会問題としてのスポーツとオリンピック

「創造的復興」と延期された�
2020 東京オリンピック�
―例外状態・ニュー・ノーマル・ライフスタイルスポーツ

市井　吉興
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　まとめにかえて

　はじめに

　2020 年 3 月 24 日，国際オリンピック委員会（以下「IOC」と称す）は臨時理事会を開き，2020
年東京オリンピックを 1 年程度延期することを正式に承認した。過去に，戦争を理由に開催中止と
なったことはあったものの，平時にオリンピックが延期になるのは史上初めてのことである。その
後，2020 年 3 月 30 日，IOC は理事会を開催し，新型コロナ感染症（1）のパンデミックのため，中止
ではなく延期となった東京オリンピックの新日程を 1 年後の 2021 年 7 月 23 日に開催―パラリン
ピックは 8 月 24 日開催―することを決定した。
　コロナ禍のもと，国内海外問わずスポーツイベントが開催延期，もしくは，開催中止という決断
が早々になされた。しかし，オリンピックについては，2020 年 3 月 11 日，世界保健機関（以下

「WHO」と称す）のテドロス事務局長が，新型コロナ感染症の流行を世界的な流行，つまり「パン
デミックとみなせる」と宣言したにもかかわらず，なかなか中止か，延期かの判断が定まらなかっ
た。
　本稿の目的は，2 つある。まず，2020 東京オリンピックがコロナ禍による延期開催となったこと
により，その実現に向けて行使されうる「政治学」の考察を試みることにある。つぎに，コロナ禍
を経験した社会生活の構築へのスポーツの関わり方について，延期になった 2020 東京オリンピッ

（1）　本稿では WHO が正式名称として示した COVID-19 やメディア報道で用いられる新型コロナウイルス感染症で
はなく，「新型コロナ感染症」と表記する。
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クに採用されたサーフィン，スケートボード，BMX フリースタイル，スポーツクライミングと
いった「ライフスタイルスポーツ（Lifestyle� sports）」の「エートス（Ethos）」に注目し，検討を
試みることにある。
　コロナ禍のもと，クルーズ船内の大量感染とほぼ同時期に，スポーツクラブが感染のクラスター
のひとつとなったこともあり，スポーツは「不要不急のもの」として敬遠されてきた感がある。ま
た，コロナ禍が深刻になっていくなか，これまでの社会生活のあり方を見直す試みが，「ニュー・
ノーマル（new� normal）」や「新しい生活様式」をキーワードとして，進められている。これらの
言葉に対する詳細な検討は本稿に後述するが，ニュー・ノーマルな社会の構築において，スポーツ
はどのように位置づけられるのか，検討を試みたい。それでは，本稿の 2 つの議論に向けて，2020
東京オリンピック招致の「政治学」の分析から，議論を始めていきたい。

1　「創造的復興」と 2020 東京オリンピック―オリンピック招致の「政治学」（2）

　2020 年夏季オリンピックの開催地としてイスタンブール，マドリードを押さえて，東京が選出
されたのは，2013 年 9 月 7 日，アルゼンチンのブエノスアイレスで開催された第 125 次 IOC 総会
であった。招致活動最終盤において，招致委員会，東京都，日本政府は招致当初に掲げた大義名分
である「復興五輪」を隠し，東京のポテンシャルを全面に出すという戦略をとった。なぜなら，復
興五輪を強調することにより，海外の人々が地震や原子力災害の恐怖を呼び覚まし，日本への支持
が強力に得られないと判断されたからである。
　事実，オリンピックを東京に招致するというアクションは，2005 年夏の石原慎太郎都知事（当
時）の立候補宣言から始まっており，すでに 8 年もの長い歳月と膨大な資金が費やされてきた。そ
こで，この 8 年にも及んだ招致活動を振り返ったとき，これまでに継承されてきた「レガシー

（Legacy）」が浮かび上がってくる。つまり，「世界都市間競争に勝ち抜く東京を創造する」という
積年の東京都政の課題を完遂させるために，オリンピック招致を「テコ」にするという戦略にほか
ならなかった（市井 2013）。
　往々にして，オリンピック招致活動は開催都市を中心とする傾向にあったが，2020 大会の招致
活動はオリンピックの開催地となる「東京」だけを対象としていなかった。なぜなら，2020 大会
招致活動は，2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災からの復興，つまり，創造的復興の一環に
位置づけられたからである。しかも，拙稿（Ichii� 2019）において指摘したように，2020 東京オリ
ンピックは，創造的復興という言葉のもと，被災地「東北」，オリンピックを招致，開催する「東
京」，これらを含めた地政学的なリスクとグローバリゼーションへの対応を迫られる「日本」とが
相互に織りなされる政治的な空間を構成することに，これまでの招致活動とは差異化しうる特徴が
ある。そこで，本節では，2020 夏季大会を東京／日本に招致することを「成功」させた「政治学」
を整理しておく。その端緒として，創造的復興について，見ておきたい。
　創造的復興とは，1995 年 1 月 17 日に発生し，甚大な被害をもたらした阪神淡路大震災後の復興

（2）　拙稿（Ichii�2019）を底本とし，大幅な加筆修正を施した。
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政策を象徴する言葉として，当時の兵庫県知事貝原俊民によって作られた。たしかに，貝原はこの
言葉を学術用語のように精緻化してはいないが，彼のこれまでの発言を整理すると，この言葉の要
点は「災害以前の状態に戻るのではなく，政治的・経済的な状況に対応させて，地域社会を再開発
する」とまとめることができよう。この点について貝原は 2011� 年に開催されたシンポジウムにお
いて，創造的復興という言葉を着想した当時を振り返り，「復興が単なる復旧に終わってしまった
ら，神戸市の衰退傾向は止まらないので，先を見越した対応が必要」（古川 2015，22）という趣旨
の発言をしている。まさに，創造的復興という言葉は，自然災害が多い日本にとって，被災地域の
復興事業のスローガンとして，これからも使い続けられていくであろう。
　しかも，阪神淡路大震災以降，創造的復興という言葉には，新自由主義的な創造的復興が目指さ
れており，これまでにも検討はされても，住民の抵抗により，なかなか実現にこぎつけられなかっ
た様々な東北復興政策―たとえば，漁業権民営化，企業誘致のための「特区制度」の創設，復興
財源に消費税を含む「基幹税」を用いるなど―が盛り込まれた（農山漁村文化協会編 2011；古
川 2015）。まさに，震災後の復興支援策は，クライン（Naomi�Klein）が指摘した震災後のショッ
ク状態下で進められようとする「惨事便乗型資本主義（Disaster� capitalism）」と言わざるをえな
い。
　さて，クラインの惨事便乗型資本主義という概念であるが，これは彼女の『ショック・ドクトリ
ン―惨事便乗型資本主義の正体を暴く』（2007 ＝ 2011）の副題として採用された言葉である。ク
ラインは，惨事便乗型資本主義を「壊滅的な出来事が発生した直後，災害処理をまたとない市場化
のチャンスと捉え，公共領域にいっせいに群がるような襲撃行為」（Klein� 2007 ＝ 2011，5-6）と
定義している。さらに，整理するならば，「壊滅的な出来事」とは，武力紛争，クーデター，自然
災害，財政破綻であり，これらによって国家が惨事に晒されたとき，既存制度が破壊された空白
―「例外状態（state� of� exception）」―をついて，国家権力の庇護のもとで，新自由主義的な
制度が一気に進められる状況を惨事便乗型資本主義と称することも出来よう。このクラインの惨事
便乗型資本主義から着想を得たボイコフ（Jules� Boykoff）が『祝賀便乗型資本主義とオリンピッ
ク』（2014）において展開した「祝賀便乗型資本主義（Celebration� Capitalism）」という概念を見
てみよう。
　近年，祝賀便乗型資本主義は，現代オリンピックの政治・経済的な影響を分析する視点として，
注目されている。手短に述べると，祝賀便乗型資本主義とは，オリンピック等のイベントに伴う

「祝祭的な熱狂（お祭り騒ぎ）」に乗じて，民主主義的なプロセスが損なわれ，平時では実現しえな
い諸政策を推し進めることである。また，ボイコフは，『祝賀便乗型資本主義とオリンピック』に
おいて，彼自身の概念とクラインの惨事便乗型資本主義との関係を次のように整理している

（Boykoff�2014，6）。
　オリンピックでは公民連携のロジックを用いながら，民間が負担するはずだった費用を公共が肩
代わりする事態が生じる。これによって公共部門が大きな負債を抱えることになるため，大会後に
は競技施設や選手村を民営化する方向に圧力が働く。また財政難を抱えた国や自治体は，大会後に
社会サービスへの支出を引き締めることになる。結果として，祝賀便乗型資本主義は開催都市の緊
縮財政と民営化の推進という，新自由主義的な制度変更に貢献することになる。ボイコフの議論の
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焦点は，祝賀便乗型資本主義が創り出す「惨事」を，惨事便乗型資本主義が利用する構図―場合
によっては，その反対の構図もありうる―に向けられている。つまり，惨事便乗型資本主義と祝
賀便乗型資本主義は相次いで登場し，あたかも，私たちは「ワン・ツー・パンチ」を打ち込まれる
構図になっている（Boykoff�2014，6）。
　さらに，『で，オリンピックやめませんか？』（2019）に収録された鵜飼哲の講演において，鵜飼
は東日本大震災以降の日本とオリンピックとの関係をボイコフの議論を参照して，以下のように述
べている。

　東日本大震災以降の日本では，まず災害便乗型資本主義が「復興」を名目に展開され，その
状況をテコにしてオリンピックが招致され，それからさらに「オリンピック災害」後の便乗型
資本主義が用意されているのです。祝賀資本主義の前後に災害便乗型資本主義が配置されたこ
の「ワン・ツー・スリー・パンチ」という攻撃に，私たちはさらされています（天野・鵜飼
編：2019，109）。

　それでは，ボイコフとクラインに共通するキーワードとなっている「例外状態」について，整理
しておきたい。まず，クラインは自然災害やクーデターといった人為的な「惨事」という例外状
態，さらに，ボイコフは「祝祭的な熱狂」という例外状態のもと，民主主義的なプロセスが損なわ
れ，政治家や経済界が平時では実現しえない政策，つまり，新自由主義的な政策を展開することに
関心を向けている。ボイコフの分析は，オリンピックを招致，開催する都市における祝賀便乗型資
本主義と惨事便乗型資本主義の「共犯関係（ワン・ツー・パンチ）」を鋭く指摘しており，しかも，
オリンピック閉幕後の社会状況を考察するうえで有益な視点を提示している。ただし，2020 東京
オリピック招致の「政治学」には，鵜飼が指摘したように，「ワン・ツー・スリー・パンチ」とい
う特徴があり，オリンピックを招致，開催する「東京」における祝賀便乗型資本主義と惨事便乗型
資本主義の「共犯関係」のみに焦点を当てるのでは，不十分となる。
　そこで，改めて，創造的復興という言葉のもと，被災地「東北」，オリンピックを招致，開催す
る「東京」，これらを含めた地政学的なリスクとグローバリゼーションへの対応を迫られる「日本」
とが相互に織りなされる政治的な空間の構成状況を描いておきたい。まず，創造的復興のもとに，
TPP，原発再稼働，原発輸出というグローバリゼーションに対応する「日本」というコンテクスト
にサプライチェーンとして重要な機能を果たす被災地「東北」を取り込むことにある。つぎに，

「東京」をさらなるグローバルシティーへの発展を目指すために，オリンピックを招致し，東京の
ブランド価値を高め，東京への民間資本の積極的な投入を順調に進める。また，オリンピック招致
に際しては，有元（2015）が指摘したように，東京という個別的な都市でのオリンピック・パラリ
ンピック開催を日本という全体性の利益として表象しうる言説的戦略を立て，情緒的なナショナリ
ズムや情緒的コミュニティ感覚を喚起する。さらに，地政学的リスクとグローバリゼーションへの
対応が迫られる「日本」は，オリンピックを開催する「東京」や創造的復興が進められる被災地

「東北」への資本の投資や企業の進出にとって，安心，安全が治安上の意味のみならず，資本の投
資先として確実な「利潤」を約束する社会空間の形成と管理に責任を持つ。そのために，地政学的
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リスクへの対応という観点から，安全保障政策を強化し，テロ対策を口実としているものの，その
実態は「思想の監視と処罰」という「共謀罪」によって，国民をオリンピック体制に動員してき
た。
　このように，日本社会は東京オリンピックが開催される 2020 年を節目として，2011 年 3 月 11
日の東日本大震災以降の「惨事」と「祝賀」が生み出す例外状態と正統化のポリティクスを繰り広
げてきたということである。しかも，鵜飼が指摘したトリプル・パンチの「3 発目のパンチ」は，
オリンピックの延期開催という決定によって，2021 年 8 月 8 日の閉幕―パラリンピックを含め
れば 2021 年 9 月 5 日―を待つことなく，早くも放たれたのである。

2�　「創造的復興」と延期された 2020 東京オリンピック�
―「完全な形」に向けて放たれた「3発目のパンチ」

　新型コロナ感染症の拡大を防ぐために，世界の都市において「都市封鎖（ロックダウン）」が実
施された。当然のことながら，都市封鎖を機に，人的・物質的な移動は制限され，経済活動，ス
ポーツイベントをはじめとした文化的な活動や交流は完全にストップした。
　その一方で，都市封鎖は哲学者，思想家などの様々な有識者たちの発言を誘発した。なかでも，
イタリアの都市封鎖のもと，「エピデミックの発明」と題されたアガンベン（Giorgio�Agamben）
の論稿が発表されると，彼の論稿をめぐる論争が繰り広げられた。図らずも，都市封鎖はコロナ禍
の社会の問題を浮き彫りにし，コロナ禍後の社会を構想するというクリティカルで創造的な活動を
生み出していった。
　発表された発言や論争はインターネット上で確認することができるが，日本においては翻訳され
たものが『現代思想』『世界』に掲載された。論争の要点は，アガンベンがコロナ感染を口実に，
都市封鎖という例外状態のもとでの統治パラダイムを通常化していく生政治の危険性を批判したこ
とに対して，その意義を認めつつも，「生き延びるためには，人間らしい生活の条件―社会関係，
仕事，友情，愛情―を犠牲にしてもかまわない」（アガンベン 2020b，20）と述べたことには，
批判がなされた。
　たしかに，「家に留まること（Stay�Home）」，他者との交流を制限することは，生き延びるため
の自己隔離である。しかし，自己隔離を「むき出しの生は―そしてそれを失ってしまうという危
険は―人びとを結びつけるものではない。それは人びとの目をくらまし，分断してしまう」（ア
ガンベン 2020b，20）と述べるアガンベンに対して，ジジェク（Slavoj� ŽiŽeK）は「接触を避ける
という現実の措置は，また，わたしたちをたしかにむすびつけるものでもある」，「身体的に距離を
取るということは，自分もウイルス保持者かもしれない以上，他者への敬意を示すことにほかなら
ない」（ジジェク 2020，40）と異議を唱える。
　たしかに，このようなジジェクの指摘は非常に重要であり，このような視点がコロナ禍のもと，
または，コロナ禍を経験した社会を構想するうえでの要点となる。ただ，論争の引き金となったア
ガンベンの論稿が，インターネット上に紹介された日付に注目すると，コロナ禍のもとでのオリン
ピック開催の是非をめぐる政治力学を分析するうえで，非常に興味深い「論点」が見えてくる。ま
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さに，その日付とは，2020 年 2 月 26 日であった。
　アガンベンの論稿がインターネット上に紹介される前日の 2 月 25 日，2020 東京オリンピックの
予定通りの開催を目指す IOC，日本政府，組織委員会を震撼させる事態が発生した。IOC で 1978
年から委員を務め，世界反ドーピング機関（WADA）の元委員長でもあった最古参のカナダの
ディック・パウンド委員が AP 通信とのインタビューに応じ，「コロナ禍のもと，オリンピック開
催是非の判断の期限は引き延ばせて 5 月下旬」と発言した（3）。さらに，2 月 26 日，ロイター通信と
のインタビューにも応じたパウンド委員は，「1 年延期」の可能性に言及した（4）。なお，パウンド委
員の発言は，①準備期間の短さから他都市での代替開催や分散開催は難しい，②開催を数カ月延期
することも，米プロフットボール NFL や米プロバスケットボール NBA のシーズンと重なるため，
巨額の放送権料を支払う北米のテレビ局が納得しないだろう，③コロナ禍が収束しなければ，オリ
ンピックの中止または延期が検討されるだろうという 3 点に整理することができる。
　当然のことながら，パウンド委員の発言は驚きを持って多くの人々に受け止められた。しかし，
IOC，日本政府，組織委員会は「IOC の公式見解ではなく，氏の個人的発言」と一蹴しようとした
が，彼の発言を無視することはできなかった。バッハ IOC 会長は，2 月 27 日に緊急の電話記者会
見に応じ，新型コロナ感染症の拡大の影響で多方面に混乱が生じている状況をふまえ，7 月 24 日
開幕の東京五輪を予定通り実施するため全力で準備する意向を表明した（5）。
　その後，IOC は 3 月 3 日と 4 日の 2 日間，「東京オリンピック成功への準備」と位置づけた理事
会を開催し，オリンピックを予定通り開催する方針を改めて確認した（6）。同日，WHO のテドロス
事務局長は記者会見し，2020 年の東京五輪の開催可否の判断を下すのは「時期尚早」と述べ，
IOC や日本政府に対し，感染状況の分析やリスク評価などについて積極的に助言していくと述べ
た（7）。理事会後，IOC は記者会見を開き，バッハ IOC 会長は「理事会では（東京オリンピックの）

『中止』や『延期』という言葉は出なかった」と理事会の議論を紹介するとともに，先のことはわ
からないとしながらも，「我々はスポーツ機関なので，WHO の助言に従う」と述べた（8）。
　しかし，IOC が予定通りの開催をいくら強調しても，新型コロナ感染症の拡大の前では，IOC
の姿勢に対して，アスリートや競技団体は懐疑的になっていくばかりであった。しかも，各国政府
が発令した緊急事態宣言や都市封鎖のもとでは，アスリートたちは十分な準備もできず，各競技団
体も同様の理由からオリンピックに派遣する選手を決める予選会を中止せざるをえない状況にあっ

（3）　日本経済新聞「東京五輪，判断期限は 5 月下旬　IOC 委員が見解」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO�
56053910V20C20A2000000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）

（4）　日本経済新聞「東京五輪，判断期限は 5 月下旬　IOC 委員が見解」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO�
56053910V20C20A2000000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）

（5）　日本経済新聞「五輪，予定通り実施へ全力　IOC 会長『成功へ準備』」（https://www.nikkei.com/article/DGX�
MZO56146790X20C20A2CC1000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）

（6）　日本経済新聞「『東京五輪成功へ準備』IOC 会長，理事会で強調」�（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO�
56334370T00C20A3CR8000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）

（7）　日本経済新聞「東京五輪の開催可否，判断は『時期尚早』WHO」　（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO�
56361360U0A300C2000000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）

（8）　日本経済新聞「IOC 会長『東京五輪の成功に全力』中止は議論せず」（https://www.nikkei.com/article/DGXM�
ZO56406220V00C20A3000000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
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た。それゆえに，彼らは競技の公平性が失われかねない状況を「アンフェア」と称し，IOC の姿
勢を批判した。さらに，陸上女子棒高跳びのリオデジャネイロ五輪金メダリストでギリシャのエカ
テリニ・ステファニディ選手は「IOC は私たちの健康を脅かしたいのか」と訴えた（9）。
　それにもかかわらず，3 月 12 日に感染者が増加していたギリシャのオリンピアで実施された採
火式は無観客で実施され，事実上，オリンピックは予定通りの開催に向けて動き始めた。しかし，
採火式の翌日 13 日からの聖火リレーは多くの観客が聖火リレーを見ようと沿道に集まったことか
ら，ギリシャ・オリンピック員会が「感染リスクが高まった」と判断し，中止された。さらに，ア
メリカのトランプ大統領が「オリンピックの 1 年間の延期」（10）を口にしたことにより，予定通りの
開催を見直す機運が生まれた。そして，安倍首相が 3 月 16 日の G7 首脳テレビ会議で述べた「人
類が新型コロナウイルスに打ち勝った証しとして，完全な形で実施したい」（11）というフレーズが
IOC の方針転換への「先導役」となっていく。
　しかし，安倍首相が「完全な形で実施したい」と述べても，IOC は直ちに方針を転換しなかっ
た。むしろ，延期開催を提起した緊急理事会を開催した 2020 年 3 月 22 日まで，IOC は，予定通
りの開催を主張し続けてきた。それゆえに，緊急理事会での方針転換は，アスリートや競技団体の
批判を受け止めたものとも理解できよう（12）。なかでも，「選手および一般の人々の健康と安全を考
慮し，2020 年の夏に予定されている東京オリンピック・パラリンピックが予定通りのスケジュー
ルで開催される場合，選手団を派遣しないこと」というカナダオリンピック委員会とカナダパラリ
ンピック委員会の声明は，「ボイコット」に匹敵するインパクトがあった（13）。
　やはり，この「完全な形で実施したい」というフレーズは，非常に巧妙かつ政治的である。ま
ず，このフレーズは，「東京オリンピックを中止にする」という選択肢をオリンピック関係者のみ
ならず，多くの人々から隠蔽する効果を持った。つまり，現在のコロナ禍のもとでは，ワクチンも
なく，感染拡大のリスクがあるが，収束すれば，また，収束に向けた取り組みが世界的になされれ
ば，オリンピックは「無観客ではなく，規模を縮小させることなく実施することができる」という

「期待」を人々に抱かせた。しかも，このフレーズは，オリンピックを政治やビジネスのチャンス
として利用したいステークホルダーたちを納得させたのは当然のこととしても，コロナ禍を無視す
るがごとく既定路線に固執した IOC の姿勢に懐疑的になり，批判をしてきたアスリートや競技団
体を十分に満足させる力があった。
　それでは，「完全な形で実施したい」のであれば，どのような状態を創出すべきであろうか。し

（9）　日本経済新聞「『私たちの健康　脅かしたいのか』�不安募る選手，IOCを批判」（https://www.nikkei.com/article/
DGKKZO56972480Y0A310C2UU8000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）

（10）　日本経済新聞「トランプ氏，東京五輪の 1 年延期に言及」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO56741870�
T10C20A3MM8000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）

（11）　日本経済新聞「『東京五輪，完全な形で』首相，時期明言せず（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO56�
870930X10C20A3000000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）

（12）　日本経済新聞「選手らの声，IOC に圧力　延期含め検討へ転換」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO�
57086890T20C20A3I00000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）

（13）　日本経済新聞「東京五輪，海外で延期論強まる　米国陸連や水泳連など」（https://www.nikkei.com/article/
DGXMZO57073250R20C20A3EA2000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
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かも，コロナ禍のもと，ワクチンもなく，感染拡大のリスクを抱えながら，どのようにして開催を
目指せばいいのであろうか。やはり，この「難問」には，アガンベンが指摘した「例外状態」の統
治パラダイムの通常化を進める以外，「回答」はなさそうである。
　アガンベンは，メディアや当局が全国で激しい移動規制をおこない，生活や労働のあり方が通常
に機能することを宙吊りにして正真正銘の例外状態を引き起こし，パニックの雰囲気を創出する 2
つの要因を明らかにする（アガンベン 2020a，9-10）。まず，「エピデミック」を口実に，例外状態
を創出し，通常の統治パラダイムとし，国民を管理する。また，諸政府によって課される自由の制
限はセキュリティへの欲望の名において国民に受け入れられるが，当の諸政府こそがセキュリティ
への欲望を駆り立て，その欲望を満たすべき介入をおこなっている。
　アガンベンが分析したイタリアとの単純な比較は避けなければならないが，日本では「不要不急
の外出を自粛するように」という国民への要請が出され，まさに，移動が規制され，生活や労働の
ありかたが宙吊りにされたものの，休業補償，所得補償は，早急にはなされなかった（14）。これらを
めぐっては，国会内で議論が紛糾し，政府は「自粛要請と補償は別」という建前を崩そうとせず，
なかなか「自粛と給付はセット」という結論にいたらなかったが，最終的に，4 月 16 日，日本政
府は国民 1 人につき 10 万円の給付を決定した（15）。
　その一方で，連日メディアで繰り返される罹患者数や死亡者数の推移，感染拡大経路の分析，専
門家会議の声明などは，人々をパニック状態に陥れるには十分であり，自粛要請は人々に積極的に
受容された。さらに，人々は政府に緊急事態宣言の発令を可能とするリヴァイアサン的な監視国家
を希求するとともに，それに政府も応える姿勢を示し，政府は憲法を改正し，緊急事態条項を創設
することを正当化しようしている（市井 2020a）。
　前節で紹介した「トリプル・パンチ」の「3 発目のパンチ」とは，オリンピック閉幕後の「後始
末」が惨事便乗型の新自由主義的な手法で実施されることにより，私たちの市民生活に経済的かつ
社会的な負荷を与えることである（天野・鵜飼 2019）。しかし，新型コロナ感染症の感染拡大によ
り，オリンピック開催が延期になり，「3 発目のパンチ」は「完全な形での実施」を目指すために，
当初の予定を繰り上げて，放たれた。それは，グローバルなレベルで進行する感染拡大に対応する
自粛要請という「例外状態」を設定し，市民生活における自由の制限とセキュリティの強化をもた
らした。それゆえに，アガンベンの「例外状態」を批判したナンシー（Jean-Luc�Nancy）でさえ
も，例外状態を設定し，「外出禁止」や「距離を取ること」を求め，オリンピックの開催を堅持し
たい政府の欲得ずくの専制への関心を示すこととなった（ナンシー 2020，24-25）。
　たしかに，アガンベンの視点は，オリンピック延期騒動の政治力学を分析するうえで，非常に有
益なものとなった。しかし，私たちは，コロナ禍において，アガンベンの指摘のように，生き延び

（14）　イタリアのコンテ首相は，3 月 11 日に 250 億ユーロ（約 3 兆円）の医療・経済支援策を発表し，4 月 6 日に
は，国内総生産（GDP）比の 4% に当たる 4000 億ユーロ（約 46 兆円）を企業および個人事業主の支援――たとえ
ば，4 月から月 600 ユーロ（約 7 万円）を最長 3 カ月給付する――などに投入することを決めた（東洋経済オンラ
イン「コロナ対策と休業補償『6 カ国徹底比較』した韓国やイタリア在住の日本人が本音を語る」（https://
toyokeizai.net/articles/-/348167?page ＝ 2，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）。

（15）　日本経済新聞「国民一律 10 万円給付へ　政府・与党『30 万円』は撤回」（https://www.nikkei.com/article/
DGXMZO58144470W0A410C2MM8000/?n_cid ＝ DSREA001，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
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ることを優先するために，人間らしい生活やその条件を犠牲にすることができるのであろうか。ま
さに，オリンピックの延期が決定し，緊急事態宣言が解除され，オリンピックの完全な実施に向け
た新たな日常づくりの指針である「新しい生活様式」（16）が提示された，いま，このことが問われて
いる。

3�　ニュー・ノーマルな社会における「スポーツ」とは―ライフスタイルスポー
ツの「エートス」を参照して

　ジジェクがアガンベンに唱えた異議，つまり，「自己隔離は単なる他者との分断ではなく，同時
に他者への配慮でもあり，再び共同することへの希求でもある」という指摘は，コロナ禍におい
て，「生き残ること」と「人間らしい生活を追求し続けること」を対立させてはならないという問
題提起である。それゆえに，新たな日常づくりの指針である「新しい生活様式」が提示され，さら
に，「ニュー・ノーマル（new� normal）」という言葉も注目を集めるなかで，ジジェクがアガンベ
ンに唱えた異議は，より一層アクチュアルなものになっている。
　さて，「ニュー・ノーマル」という言葉であるが，これはアメリカの債券ファンド運用最大手パ
シフィック・インベストメント・マネージメント（PIMCO）の CEO であったモハメド・エラリア
ン（Mohamed�A.� El-Erian）が使ったことで世界中に広まり，「新常態」や「新しい常識」と訳さ
れてきた（中野 2015）（17）。エラリアンは，2008 年からの 2009 年の金融危機，いわゆる「リーマン
ショック」以降，経済成長はさらなる鈍化を経験し，周期的な景気後退に見舞われ，金融は再度の
不安定化に直面し，失業は恒常化するという異例な情勢が「しばらく続く」ことを「ニュー・ノー
マル」と称した（El-Erian� 2016 ＝ 2016，106）。つまり，エラリアンの見解を整理すると，リーマ
ンショック後の金融市場の再建には，従来の手法や常識は通用しないと警鐘を鳴らすために，彼は
ニュー・ノーマルという言葉を選んだといえよう。
　さらに，新型コロナ感染症を収束させる展望が見いだせず，「ニュー・ノーマル」という言葉に
再び注目が集まるなか，エラリアンは朝日新聞 GLOBE ＋とのインタビューに応じている（18）。イン
タビューにおいて，エラリアンは，今回のコロナウイルスによる景気後退は，2008 年のグローバ
ル金融危機以降に起きた景気後退よりも深刻で，ショックによる余波が長期間にわたって続くとみ
られることや，経済復興は必ずしも迅速なペースでは進まないという認識を示している。

（16）　「新しい生活様式」には，一人ひとりの基本的感染対策として，①身体的距離の確保，②マスクの着用，③手
洗の 3 点，日常生活を営むうえでの基本的生活様式として「3 密（密集，密接，密閉）」の回避，日常生活の各場
面別（買い物，娯楽・スポーツ等，公共交通機関の利用，食事，冠婚葬祭などの親族行事）の生活様式，働き方の
新しいスタイル（テレワーク，時差通勤，オンライン会議）といった，様々な実践例が提案された。なお，「新し
い生活様式」は，フーコーやアガンベンの生政治，ならびに，日本の戦時下における厚生運動との類似性を観取で
きると考えるが，この点については，稿を改めて検討したい。

（17）　ニュー・ノーマルという言葉を初めて用いたのは，ブルームバーグ・ニュースの経済記者リッチー・ミラーで
あったとエラリアンが紹介している（El-Erian�2016 ＝ 2016，106）。

（18）　朝日新聞 GLOBE ＋「コロナ後は『ニューノーマル 2.0』世界経済の景色は一変する」（https://globe.asahi.
com/article/13395103，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
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　そのうえで，エラリアンは，コロナ・ショックに直面する前まで，政府や企業は費用対効果と効
率性を追い求めてきたが，これからは「リスク回避」と，いわゆる「レジリエンス」（困難な状況
に直面したときに発揮できる強靱さや回復力）の管理に重きをおくような戦略に転換せざるをえな
いと指摘する。さらに，持続可能で，経済成長の恩恵が広くいきわたる「包摂的な成長（inclusive�
growth）」の実現がコロナ禍後の重要課題と提起することで，エラリアンが用いてきたニュー・
ノーマルをインタビューの最中に「ニュー・ノーマル 2.0」と再定義した。
　たしかに，私たちは，コロナ禍のなかで，エラリアンが述べた「成長か崩壊かの T 字路」（El-
Erian� 2016 ＝ 2016，251-254）の前にいる。しかし，ニュー・ノーマルがエラリアンの定義を越
えて，「これまでに経験したことがない異常な事態」という点が過度に強調され，ニュー・ノーマ
ルと「例外状態」がほぼ同等に扱われると，強権発動的な政治的な介入がなされる危険性が生じか
ねない。つまり，ニュー・ノーマルの強調は，ともすれば権威主義的な支配や「ショック・ドクト
リン」を正当化し，さらには，コロナ禍後のグローバルなレベルでの新自由主義的な「創造的復
興」（19）を正当化することにもなりかねない。以下のジジェクの指摘は，このような危惧を表明した
ものと解釈することができよう。

　今回の伝染病は，ナオミ・クラインが「災害資本主義」と呼んだものの長く悲痛な歴史に新
たな一章を付け加えるだけのものなのか，それとも新しい（これまでよりも質素になった，け
れどより均衡の取れた）世界秩序が，そこから生まれてくるのか（ジジェク 2020，43）（20）。

　上述してきたように，オリンピックが予定通り開催されても，1 年後に開催されるとしても，開
催に向けて設定された「例外状態」のもとで，自由の制限とセキュリティの強化が市民生活にもた
らされる。さらに，オリンピック閉幕後の「後始末」が惨事便乗型の新自由主義的な手法で実施さ
れることにより，市民生活に経済的かつ社会的な負荷を与えることもボイコフの研究（Boykoff��
2014，2016 ＝ 2018）によって，明らかになっている。
　そこで，ひとまず「コロナウイルスによる景気後退は，2008 年のグローバル金融危機以降に起
きた景気後退よりも深刻で，経済復興は必ずしも迅速なペースでは進まない」というエラリアンの
ニュー・ノーマル 2.0 の指摘をふまえ，ジジェクが提起した「新しい世界秩序」の構築に向けた論
点整理を試みたい。まさに，ジジェクによる新しい世界秩序の構築とは，アガンベンが生き残るた
めに犠牲にしようとした「人間らしい生活やその条件の回復」にほかならない。この試みを始める
ために，グレーバー（David� Graeber）の論稿「コロナ後の世界と『ブルシット・エコノミー』」
に記された，以下の文章を手がかりとしたい（21）。

（19）　新自由主義的な「創造的復興」については，本稿第 1 節を参照。
（20）　ジジェクはこの引用文の直前で，コロナ禍後に目指すコミュニズム／社会主義が，「金持ちのための社会主義」

になりうる危険性を指摘している（ジジェク 2020，43）。その好例として，ジジェクは 2008 年のリーマンショッ
ク後の銀行への公的資金により救済されたことを用いている。

（21）　周知のように，グレーバーは『負債論―貨幣と暴力の 5000 年』（2011 ＝ 2016）の著者であり，2011 年に
ウォールストリートで繰り広げられた「オキュパイ運動」を象徴するスローガン「We�are�the�99%」を発案した
文化人類学者である。
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　明らかに，コロナ下の社会生活のなかには，まっとうなひとなら誰もが再び動き出してほし
いと願うはずのものがたくさんある。カフェ，ボウリング場，大学といったものだ。けれどこ
うしたものは，ほとんどのひとが「生活」の問題とみなすものであって，「経済」の問題では
ない。生活

4 4

＝生きること
4 4 4 4 4

＝命
4

（ライフ
4 4 4

）。これが政治家たちの優先課題ではないことはまず間
違いない。けれども

4 4 4 4

，政治家たちは人びとに対し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，経済のために命をリスクにさらすよう求め
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ているのだから
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，経済という言葉で彼らが何を意味しているのか
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，理解しておくことが重要だ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ろう
4 4

（グレーバー 2020，強調は引用者による）。

　たしかに，コロナ禍のもと世界中で都市封鎖が実施されたが，「感染症の拡大を防ぐために都市
封鎖は必要だが，経済を止めてはならない」ということが言われ続けた。このような言説は，不要
不急の外出を控えるように自粛を要請され，休業補償も所得補償もないまま経済活動の自粛も要請
された日本においても，都市封鎖を自粛要請に置き換えて，事あるごとに，繰り返された。
　しかし，グレーバーが指摘するように，都市封鎖―日本の場合は自粛要請―は，私たちに

「経済」とは，人間の様々な欲求，さらには欲望に応える供給のメカニズムを指し示すものではな
く，GDP 増加によって生じる「利益」だけであることを気づかせてしまった（グレーバー 2020）。
実際，自粛要請に従った私たちであるが，生きていくために必要な手段，つまり，食料品，衣服を
入手し，電気，ガス，水道を利用することができたので，「経済は動いている」と思っていた。し
かし，政治家や経済界の認識は違っていた。なぜなら，私たちの生活感覚では「経済は動いてい
る」と思っていても，GDP が下がり「利益」に与ることができなければ，彼らにとっては「経済」
が停滞していると判断するからである。
　グレーバーのような「経済」の捉え方をふまえると，先に引用したグレーバーの指摘は，非常に
示唆的である。グレーバーの論稿を翻訳した片岡大右が解説するように，カフェを含む飲食店，ボ
ウリング場やパチンコ店といった運動・遊技施設の休業は，日本では「経済」の問題として議論さ
れ，しかも「生命」を守るために犠牲を求められ，さらに，「経済」こそが，「生活」または「暮ら
し」を支えるものとしてイメージされている（グレーバー 2020）。
　つまり，グレーバーの言葉を借りるならば，「完全な形でのオリンピックの実施」というフレー
ズが創出され，オリンピックが中止ではなく，延期となったのは，オリンピックやスポーツは「生
活」や「生命」の問題ではなく，「経済」の問題として扱われたからである。もちろん，オリン
ピックやスポーツが「経済」の問題として扱われたのは，今回が初めてではない。なかでも，オリ
ンピックについては，オリンピックが招致，開催されるごとに「経済効果が何十兆円を超える」と
いう話題が繰り返されてきた（松瀬 2013；ジンバリスト 2016；シャプレ・原田 2019；森 2019）。
また，IOC が掲げる「アスリートファースト」は，皮肉を込めて「マネーファースト」と揶揄さ
れ続けてきた。
　一方，スポーツが「生活」や「生命」の問題とされてきたことも，事実である。しかし，健康増
進の一環として推奨されたスポーツは，「生活」や「生命」の問題であったはずが，「経済」の問題
にすり替えられていた。このようなすり替えの背景には，GDP に占める「医療費や福祉サービス
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費の削減」という，まさに「経済」の問題として処理されたことにある。
　今回のオリンピック延期をめぐる騒動を経験して，スポーツを「経済」の問題へと取り込む政治
力学の捉え直しが，必要となろう。つまり，グートマン（Allen� Guttmann）が『スポーツと現代
アメリカ』（1978 ＝ 1981）において整理し，後にアイヒベルグ（Henning�Eichberg）が批判した
近代スポーツにおける「効用性」の重視，つまり，スポーツが社会や人々に与える効果を最大限に
引き出し，スポーツの実施や運営を効率化するという「世界観」（Eichberg� 2019，185）への批判
的な考察が求められている。まさに，この世界観を体現し，固守しようとするのが IOC やオリン
ピックであり，この世界観のもとで，スポーツやオリンピックを「経済」へと取り込む政治力学が
形成されてきた。
　しかし，この世界観を揺さぶる「新しいスポーツ」への関心が高まっている。それが，延期に
なった 2020 東京オリンピックに追加競技として採用されたサーフィン，スケートボード，BMX
フリースタイル，スポーツクライミングといった「ライフスタイルスポーツ（Lifestyle� Sports）」
である。
　さて，ライフスタイルスポーツという言葉であるが，これは，2020 東京オリンピックに追加競
技として採用された「新しい」スポーツを分類する「カテゴリー」のひとつであり，これまでに
様々なものが創られてきた。つまり，「新しい」スポーツが登場してくるたびに，ステークホル
ダーたち―実践者，研究者，評論家，スポーツ産業，スポーツメディア等―は，そのスポーツ
の特徴をそれぞれの観点から「エクストリームスポーツ（Extreme�sports）」「アクションスポーツ

（Action� sports）」「オルタナティブスポーツ（Alternative� sports）」「ホウィズスポーツ（Whiz�
sports）」「パニックスポーツ（Panic� sports）」「ポストモダンスポーツ（Postmodern� sports）」「リ
スクスポーツ（Risk�sports）」「アドベンチャースポーツ（Adventure�sports）」「ポストインダスト
リアルスポーツ（Postindustrial�sports）」「ニュースポーツ（New�sports）」といった様々なカテゴ
リーを生み出してきた（Wheaton�2013 ＝ 2019，1）。
　上記のようなカテゴリーの「乱立」は，たとえば，ある者は，サーフィンを「エクストリームス
ポーツ」と，また，ある者はサーフィンを「アクションスポーツ」と，さらに，ある者は「アドベ
ンチャースポーツ」と分類する状況を生み出してきた。このように，ひとつの「新しい」スポーツ
をめぐって，これほどまでに，様々なカテゴリーが考案されてきたことは珍しいことといえよう。
それゆえに，あるひとつのスポーツに対して考案されるカテゴリーが多様であればあるほど，それ
ぞれのカテゴリーに込められた意味，または「政治性」に対して，私たちは慎重にならざるをえな
い。なぜなら，これらのカテゴリーは，メインストリームのスポーツ，つまり，近代スポーツに対
する差異化や抵抗，消費の対象として望ましい商品としてのスポーツをアピールするという重要な
役割を持っているからである。
　ただ，近年のスポーツ研究において，先のような「新しい」スポーツを「ライフスタイルスポー
ツ」と称する傾向にあり，アカデミズムにおいても一定程度，定着しつつあるカテゴリーとなって
いる。なかでも，このカテゴリーを称揚しているのが，ウィートン（Belinda�Wheaton）である。
ウィートンはサーフィン，スケートボード，BMX，スポーツクライミングといった新しいスポー
ツがどのようにして誕生してきたのか，その歴史的な背景に注目することで，新しいスポーツを
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「ライフスタイルスポーツ」と称することの妥当性を強調する。
　ウィートンによると，ライフスタイルスポーツは，1960 年代の「カウンターカルチャー」を背
景にして，その当時の若者たちによって「DIY（Do� It�Yourself）の精神」のもとで生み出された

「新しい」スポーツである（Wheaton� 2013 ＝ 2019，41）。ウィートンが述べた 1960 年代のカウン
ターカルチャーをスポーツとの関連で理解するうえで，日本で 2015 年に発売されたロング（Jon�
Long）監督の『エクストリームスポーツ―自由への探求』と題された，ライフスタイルスポー
ツのレジェンドたちのパフォーマンスやインタビューを収録したドキュメンタリー映画が参考にな
る。
　この映画には，ライフスタイルスポーツ黎明期の若者たちの数々の映像が挿入されているが，
サーフィンに出かける若者たちの映像に「通勤のため都市中心部に向かう車列とは反対の方向へ，
つまり，サーフボードを載せて車で海に向かうことに人生の意味を見いだそうとした」というナ
レーションが挿入されている。まさに，このナレーションは，この当時の若者たちのアメリカ社会
に投げつけた様々な「異議申し立て」のひとつであった。
　つまり，彼らの異議申し立てとは，経済成長に伴う豊かな生活の裏側で，豊かな生活を維持する
ために「必然」となった生活様式やライフコースへの反発であった。また，1960 年代のアメリカ
における若者をはじめとした異議申し立ては，ベトナム戦争の泥沼化に対する反戦運動の高揚，公
民権運動の高揚，フェミニズムの台頭のように，政治的な対立を深め先鋭化したが，これらの社会
運動は，当事者の「生活」「生命」「アイデンティティ」と深く関わるものであった。
　また，このよう時代状況や時代精神は，ライフスタイルスポーツの「エートス」を形成してい
る。つまり，ライフスタイルスポーツの「エートス」とは，スポーツを通じて当事者の「生活」や

「生命」を守り，「アイデンティティ」の構築を目指すとともに，これらの活動を進めるうえで，時
として「障壁」となる事態に対しては，それとの対峙も辞さず，政治的な発言やアクションにも積
極的にコミットメントすることにある（Wheaton� 2013 ＝ 2019，286-292）。まさに，ライフスタ
イルスポーツとは，単なるスポーツというアクティビティではなく，当事者たちの政治的なコミッ
トメントも含めたライフスタイル，つまり，「生き方」を表現するプラットフォームとなっている。
　さらに，ウィートンが指摘するように，ライフスタイルスポーツに熱心に関わる人々は，オリン
ピックがライフスタイルスポーツを発展させる最良の舞台ではないことに気づいている（Wheaton�
2013 ＝ 2019，58）。むしろ，ライフスタイルスポーツがオリンピックに採用され，制度化された競
争を強いられることによって，ライフスタイルスポーツがその誕生から保持してきた支配的なス
ポーツ文化に対する「抵抗」や「オルタナティブ」という側面を削ぎ落とされることをライフスタ
イルスポーツに熱心に関わる人々は警戒している。それゆえに，ライフスタイルスポーツの愛好者
たちは，IOC がライフスタイルスポーツをオリンピックの公式競技に採用する動きを示すたびに，
それに反対する抗議活動を繰り返してきた（Wheaton�2013 ＝ 2019，57）。
　コロナ禍のもとでの「例外状態」，オリンピック延期開催をめぐる一連の騒動から確認すべきこ
とは，グレーバーの指摘をふまえるならば，改めて，スポーツを「経済」の問題ではなく，「生活」
や「生命」の問題として位置づけ直すことにある。しかも，コロナ禍のもとでの「例外状態」にお
いて，「生き延びるためには，人間らしい生活やその条件を犠牲にしてもかまわない」と述べたア
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ガンベンに申し立てたジジェクの異議は，スポーツに限らず私たちの文化活動全般に関わるもので
ある。また，本稿で参照したジジェクとグレーバーの論稿を翻訳した片岡が指摘しているように，
ジジェクとグレーバーは，動物的な生命維持の次元と人間的な生活の次元とを分かちがたいものと
して捉えており（グレーバー 2020），この点は，先の課題を検討する重要な「出発点」となる。
　やはり，スポーツとは動物的な生命維持と密接に関わる「身体」を行使する文化であるからこ
そ，動物的な生命維持の次元を脅かす事態―今次なら，新型コロナ感染症の拡大とその収束が不
確定―が発生した場合は，大がかりなスポーツイベントの実施を控えればいい。もちろん，「現
実」が，このように単純ではないことは，本稿において確認してきた。しかも，前節で紹介した

「IOC は私たちの健康を脅かしたいのか」というステファニディ選手のような訴えがなされても，
スポーツが社会や人々に与える効果を最大限に引き出し，スポーツの実施や運営を効率化するとい
う「世界観」は揺らがなかった。むしろ，この世界観は，彼女の訴えをも取り込み，オリンピック
の延期開催を正当化する「政治学」を生み出した。
　その一方で，この「世界観」に挑戦を試みているのが，ライフスタイルスポーツとその「エート
ス」であり，コロナ・ショックを経験したニュー・ノーマルな社会における「スポーツ」のあり方
に，示唆を与えている。しかし，ライフスタイルスポーツでさえも，先の世界観を体現する IOC
やオリンピックとの「鍔迫り合い」を演じ続けるなかで，彼らに取り込まれつつあるのも事実であ
る（市井 2019）。それゆえに，ライフスタイルスポーツを多く追加競技として採用した 2020 東京
オリンピックが，コロナ・ショックを経験して，どのように開催されるか，また，開催によって，
ライフスタイルスポーツと IOC やオリンピックとの関係，さらには，スポーツのあり方にも変化
が生じるのか，今後，注目していく必要があろう。

　まとめにかえて

　2020 年 6 月 10 日，日本経済新聞は非常に興味深いニュースを報じた（22）。安倍首相は 2021 年に延
期開催される東京オリンピックを「完全な形で実施したい」としてきた開催方針の軌道修正を検討
するという。軌道修正の理由は，国内外で新型コロナ感染症が収束する見通しがつかないことをふ
まえ，中止回避を最優先するためである。この報道の約 1 週間前の 6 月 4 日，小池百合子東京都知
事が延期開催で発生した 3000 億円前後の追加費用の捻出のために，「国民の共感，理解が必要」と
指摘しつつ，式典の簡略化，海外からの来賓の絞り込みなど「東京オリンピックの簡素化」を進め
る姿勢を示した（23）。
　2020 年 5 月 25 日，約 2 カ月間に及んだ緊急事態宣言が全面解除された。記者会見において，3
月 16 日の G7 首脳テレビ会議と同様に，安倍首相は「人類が新型コロナに完全に打ち勝った証し

（22）　日本経済新聞「首相，五輪『完全な形』修正探る　無観客は想定せず」2020 年 6 月 10 日（https://www.nikkei.
com/article/DGXMZO60177380Z00C20A6PP8000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）

（23）　日本経済新聞「小池知事『東京五輪を簡素化』費用削減進める」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO�
59962410U0A600C2MM0000/，最終閲覧日 2020 年 6 月 12 日）
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として，完全な形で大会を開催したい」（24）と述べた。その一方で，開催可否の決定権を持つ IOC
であるが，バッハ IOC 会長やコーツ調整委員長は，東京オリンピックの再延期はない，つまり，

「開催か中止か」という二者択一を強調し，コーツ調整委員長は「個人的見解」として，開催可否
の判断のタイミングを 10 月と述べた。また，エルデネル IOC 副会長は，ワクチンの開発が間に合
わなくても，必要な安全対策を講じれば，オリンピックの開催は可能との見解を示した（25）。
　上記のような IOC 幹部の発言とともに本稿で考察したオリンピックの延期騒動を改めて振り返
ると，想起されるフレーズがある。そのフレーズとは，ジジェクの論稿のタイトルに用いられた

「人間の顔をした野蛮」である。ジジェクの論稿を訳した片岡の解説によると，「人間の顔をした野
蛮」とは，かつてのフランスの哲学者ベルナルド＝アンリ・レヴィ（Bernard-Henri� Lévy）が左
右の「全体主義」―とりわけコミュニズムの現実―を告発すべき著書の表題に選び広く流布さ
せた表現である（片岡 2020，43-44）。しかし，ジジェクはその言葉を脱文脈化しつつ取り上げ，
21 世紀の社会的現実とそれを支える思考枠組み―たとえば，反移民のレイシズムを妨げるため
には，適切な移民管理が必要と説くリベラルな多文化主義のように―こそが「人間の顔をした野
蛮」をもたらしていると片岡は解説する（同上）。
　まさに，「アスリートファースト」を掲げながらも，コロナ禍のもと，開催を優先し，アスリー
トの生命を危険に曝そうとする今次の IOC やオリンピックとは，「人間の顔をした野蛮」以外のな
にものでもない。しかし，オリンピックの歴史には，語り継がれる輝かしいレガシーがあった。た
だ，オリンピック史上まれに見る平時での延期開催となった 2020 東京オリンピックが，どのよう
なレガシーを私たちに残すのか，今後も検証を続けざるをえない（26）。
� （いちい・よしふさ　立命館大学産業社会学部教授）　
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